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はじめに                   
 

 平成２３年３月１１日に発生したマグニチュード９．０の巨大地震とその後

の大津波は、東北及び関東地方に極めて甚大な被害をもたらしました。 

本県でも、死者４名、負傷者１３３名の人的被害に加え、全壊２６１棟を含

む約７万５千棟の住家被害が発生したほか、ライフラインや道路、学校など多

くの施設も被害を受けました。 

 

 本県では、この東日本大震災での教訓を踏まえ、大規模災害時における迅速

かつ的確な医療提供体制を確保するために、医療の専門的見地からの調整・判

断が可能な体制を整備する必要があることから、これまでに災害医療本部等の

設置、災害医療コーディネーターの委嘱、栃木県医師会を始めとする医療関係

団体との医療救護活動に関する協定を締結するなど、体制整備を進めてきたと

ころです。 

 

本マニュアルは、これまでの検討結果を踏まえ、大規模災害発生後の初期救

急段階の医療救護活動を迅速かつ的確に行うための関係機関の役割や活動内容

等の基本的事項を示したものとなっております。 

 

今後も、災害医療をとりまく環境の変化を踏まえ、本マニュアルの随時見直

しを行うとともに、平時において、国が行うＤＭＡＴ等を対象とした災害医療

研修への参加促進を図るほか、医療救護に関する実動訓練等を継続的に実施す

るなどして、本マニュアルの実効性を追求していくこととします。 

 

 また、現在国や関係団体等が構築又は検討している、災害派遣精神医療チー

ム（ＤＰＡＴ：Disaster Psychiatric Assistance Team）、災害時健康危機管

理支援チーム（ＤＨＥＡＴ：Disaster Health Emergency Assistance Team）（仮

称）等に関して、その動向を見据え、県としての受入れ体制や整備・参画につ

いて検討し、その結果を本マニュアルに反映することとします。 

 

なお、災害の規模や状況により、県下の全域に甚大な被害を及ぶなど、平時

に想定する役割を十分に果たすことができないことも考えられることから、医

療救護活動の実施に当たっては、本マニュアルにおける基本的事項を踏まえた

臨機応変かつ柔軟な対応と、関係機関や地域の住民組織などによる幅広い協力

が不可欠です。 
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また、医療機関におかれましては、本マニュアルを参考にしながら、自ら被

災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに、業務継続計画

の作成に努められますようお願いします。 
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１ 目的                                 

 

本マニュアルは、「栃木県地域防災計画」に定める医療救護活動について、

県、市町、及び関係機関が実施すべき基本的事項を定めたものであり、災害

時において、関係機関が相互に連携協力し、迅速かつ的確な医療救護活動を

実施することを目的とするものです。 

 

 

２ 被害想定                              

 

本マニュアルは、主に、県の災害対策本部が設置されるような大規模な災

害（※）の発生時における人的被害を想定して作成しております。 

※ 県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において知事が必

要と認めるとき、県内で震度６弱以上の地震が発生したとき及び県内に特

別警報が発表されたときに災害対策本部を設置し、非常配備体制をとるこ

ととしています。 

 

  なお、県内の限定した地域で生じた局地災害等（集中豪雨・竜巻等の自然

災害、県内で発生した航空機事故や大規模な鉄道事故、交通事故など多数の

死傷者の発生が予想される大規模な事故）の場合や、県外で発生した大規模

災害発生時における本県からの応援派遣体制についても、今後、関係機関と

の協議を踏まえ、決定した内容を本マニュアルの一部として記載することと

します。 

 

 

３ 対象期間                              

 

発災後の初期救急段階（発災後概ね２日間）においては、被災者に対する

救命救急医療が中心となり、発災後概ね３日目以降、中長期的には被災者の

避難所生活の長期化、生活環境の悪化に対応する健康管理やメンタルヘルス

対策が中心となってきます。 

 

本マニュアルは、発災後の初期救急段階の医療救護活動を中心に、関係機

関が実施すべき基本的事項を定めるものとします。 
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４ 構成及び主な内容                           

 

本マニュアルの構成及び主な内容は次のとおりです。 

 

構   成 主  な  内  容 

第１章  

県内の大規模災害における

対応 

 県内で大規模災害が発生した際の対応につ

いて記載します。 

 

１ 組織・体制 

 

 県の災害医療体制、県の組織と初動体制の

ほか、市町・関係機関の役割等について記載

します。 

２ 情報収集と伝達 

 

災害時の情報伝達手段の確保、情報収集・

伝達体制のほか、県民への情報提供について

記載します。 

３ 救護所の設置 

 

 

救護所の主な役割、設置基準、設置場所の

ほか、初動等について記載します。 

４ ＤＭＡＴ・医療救護

班・ドクターヘリの活

動 

ＤＭＡＴの編成、ＤＭＡＴ・医療救護班・

ドクターヘリの活動内容について記載しま

す。 

５ 傷病者の搬送 

 

傷病者の搬送調整、地域医療搬送（域内搬

送）及び広域医療搬送（域外搬送）について

記載します。 

６ 医薬品、医療機器類

（衛生材料含む）の供

給体制 

医薬品、医療機器類（衛生材料含む）の供

給体制について記載します。 

７ 宇都宮市との連携 

 

 

保健所機能を担う宇都宮市と県の連携体制

等について記載します。 

８ 平時の取組 

 

平時における関係機関による検討体制、訓

練･研修、人材育成のほか、関係機関の体制整

備等について記載します。 

 



第１章　県内の大規模災害における対応

１　組織・体制

（１）栃木県の災害医療体制

①全体図

【医療班等の調整窓口】

　　総合調整班の本格的な立ち上がりまでＤＭＡＴも併用

【活動する医療チーム等】

　　ＤＭＡＴの撤収に向け、医療チームに引き継ぎ 医療体制の復旧に向け、地域の医師会等と連携

【情報収集】

  広域健康福祉センター等は地域内の医療機関の被災状況や被災現場の情報を収集

【医療物資】

被災現場県庁 県災害対策本部

県災害医療本部(保健福祉部)

本部長：保健福祉部長

災害医療コーディネートチーム

総合調整班DMAT調整班
（ＤＭＡＴ県調整本部）

県医師会長

・DMAT事務局との連携・調整

・県内で活動するDMATの指揮

及び調整

・DMATの県外への派遣調整

及び活動支援 等

副本部長：医療政策課長

・DMAT・医療救護班・ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ等

の待機・派遣・受入調整

・傷病者の搬送調整

・国・他都道府県への広域応援

受入調整 等

災害医療対策の総合調整・実施

統括ＤＭＡＴ
統括災害医療

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

災害医療本部（ＤＭＡＴ調整班） 災害医療本部（ＤＭＡＴ調整班､総合調整班） 災害医療本部（総合調整班）

ＤＭＡＴ
ＤＭＡＴ､医療チーム（日赤救護班､ＪＭＡＴ､

大学病院等）
医療チーム等

ＤＭＡＴ､広域健康福祉センター等、

ＥＭＩＳ､関係機関（消防等）

ＤＭＡＴ､医療チーム､広域健康福祉センター等､

ＥＭＩＳ、市町

医療チーム､広域健康福祉センター等､

ＥＭＩＳ、市町

ＤＭＡＴ持参物資､医療機関備蓄 医療機関備蓄､物流の回復 平時の物流

医療関係団体

現地災害対策本部

(県地方合同庁舎内)

各
種
要
請
等

災害拠点病院

自衛隊・県警

日本赤十字社

県支部

国・他都道府県

郡市医師会

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ

基地病院

消防機関

その他関係機関

救急告示医療機関

本部員：保健福祉部職員

医療機関 避難所・救護所

郡市医師会

地区歯科

医師会

地域

薬剤師会

看護協会

地区支部

地区柔道

整復師会

市町災害

対策本部

避難所・救護所

の設置

医療救護活動

DMAT活動拠点本部

(災害拠点病院内)

現地災害医療本部
（設置場所：Ｐ21参照）

連 携

情報

収集
情報

収集

参集場所

統括ＤＭＡＴ

現地災害医療対策の

総合調整・実施

本部長：

広域健康福祉ｾﾝﾀｰ所長

地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

情報共有・

連携

派遣

派
遣

派遣

本部長代行：保健医療監

情報共有･連携 情報共有･連携

宇都宮市保健所

地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

ＤＭＡＴ

地域災害医療対策会議

情報共有･連携 職
員
派
遣

地
域
災
害
医
療

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
派
遣
要
請
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災害時における県関係機関の組織体制図

本部長（知事）

保健福祉部

保
健
福
祉
班
（保
健
福
祉
課
）

事務局
（事務局長：
危機管理監）

副本部長（副知事）

その他各部

本部員（各部長）

各
班

医
療
政
策
班
（医
療
政
策
課
）

薬
務
班
（薬
務
課
）

そ
の
他
各
班
（そ
の
他
各
課
）

現地本部長
（副知事）

現地副本部長
（部長の中から指名）

支部長
（県税事務所長等）

災害対策本部（県庁）

河内支部、上都賀支部、芳賀支部、下都賀支部、塩谷支部、
那須支部、南那須支部、安足支部

事務局

副支部長
（土木事務所長、

健康福祉センター所長）

保健福祉班
（健康福祉ｾﾝﾀｰ）

・管内医療機関の被災
状況調査
・医療救護班の調整
・防疫等環境衛生対策
の実施 等

そ
の
他
各
班
）現地本部員

（本部長が指名する者、
支部班長等）

本部長
（保健福祉部長）

災害医療本部
（保健福祉部）

本部員
（保健福祉部職員）

本部長代行
（保健医療監）

副本部長
（医療政策課長）

事務局
（医療政策課）

ＤＭＡＴ調整班
（ＤＭＡＴ県調整本部）

総合調整班

県歯科医師会
県看護協会
県薬剤師会
県柔道整復師会
日本赤十字社県支部 等

災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄﾁｰﾑ
（統括:県医師会長）

現地災害医療本部
（災害拠点病院等）

現地本部長
（広域健康福祉ｾﾝﾀｰ所長）

現地本部員
（広域健康福祉ｾﾝﾀｰ職員等）

現地災害
対策本部

情
報
共
有
・

連
携

地域災害医療
対策会議

被害が大きい
地域

情
報

共
有
・

連
携

災害拠点病院
郡市医師会
地区歯科医師会
看護協会地区支部
地域薬剤師会
地区柔道整復師会
市町・一部事務組合等

事務局
（広域健康福祉センター）

現地副本部長
（広域健康福祉ｾﾝﾀｰ次長
又は地域保健部長等）

ＤＭＡＴ活動拠点本部

ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部

災害対策支部（県地方合同庁舎）

統括ＤＭＡＴ

統括災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

ＤＭＡＴ

地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

統括ＤＭＡＴ

統括ＤＭＡＴ
宇都宮市

情報共有・連携
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地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域災害医療コーディ
ネーター派遣要請
職員の派遣



地震
発生

県災害対策本部
自動設置

情報報告

国・他都道府県
への支援要請等

7

県災害医療本部
自動設置

現地災害
対策本部
設置決定

現地災害
医療本部
自動設置

被害状況調査
本部設営

応急対策方針
の決定

災害対策本部会議

・初期応急対策の決定

応急対策の実施
救護所の支援

傷病者の受入調整

各種支援要請

初動会議
・自衛隊への派遣
要請
・本部会議の招集
・現地災害対策本
部の設置

発災
１時間後

発災
３時間後

被害が大きい地域
被害が少な
い地域

職員登庁

被害状況調査
医師への出務要請
ＥＭＩＳ災害モード切替
ＤＭＡＴ待機要請

災害医療本部会議
・被害状況報告
・初期応急対策の決定

情報報告

他都道府県
DMAT・医療救護班

派遣

医療救護班派遣

ＤＭＡＴ派遣

自衛隊派遣

ＤＭＡＴ・医療救護班等の
派遣要請

国・他都道府県への支援要請
現地災害医療本部への支援

被害状況調査

応急対策方針
の決定

応急対策の実施
救護所の支援

傷病者の受入調整

②発災（震度６弱以上）直後の活動体制



災害拠点病院
（被災地外）

③災害時緊急連絡体制図

県災害医療本部（保健福祉部）
（事務局：医療政策課）

災害発生

消防本部

災害拠点病院（被災地内）

県災害対策本部
（事務局長：危機管理監）

情報共有･連携

状況
報告

ＤＭＡＴ
出動要請

自衛隊

自衛隊派遣要請
ＳＣＵ協力要請

県医師会
県歯科医師会
県看護協会
県薬剤師会
県柔道整復師会
日本赤十字社
県支部

現地災害医療本部
(災害拠点病院等)

（事務局：広域健康福祉センター）

被害が大きい地域

災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄﾁｰﾑ
統括:県医師会長

DMAT調整班
（DMAT県調整本部）

総合調整班

情報共有・連携

地域災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

DMAT
活動

拠点本部
郡市医師会
地区歯科医師会
看護協会地区支部

地域薬剤師会
地区柔道整復師会

地元市町等
地元消防本部 等

地元医療
機関等

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ

ドクターヘリ
出動要請

必要に応じて
出動調整

救護所・避難所
自衛隊
派遣

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ
出動

出務要請
医療救護班の
派遣要請

統括DMAT 統括災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

医療関係団体

統括災害医療
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

統括ＤＭＡＴ
※選定順位に基づき
出務要請

出務要請

医療救護班
（日赤救護班、

JMAT）派遣

医療関係
団体

統括
DMAT

宇都宮市
保健所

DMAT

県警

厚生労働省
（ＤＭＡＴ事務局）
他都道府県

他都道府県ＤＭＡＴ
派遣要請

広域医療搬送要請

DMAT活動指揮所

ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部
（陸上自衛隊北宇都宮駐屯地内）

統括
DMAT

指
示
等

指示等

被災地外
広域搬送拠点

他都道府県
DMAT派遣

広域
搬送

情報共有・連携

出務

出務

出務

出務
要請

広域
搬送

域内
搬送

広域健康
福祉ｾﾝﾀｰ

被害状況等報告

管内医療機関

被害状況等
確認

ＳＣＵの
設置・運営

統括
DMAT

DMAT

ＤＭＡＴ
出動要請

ＤＭＡＴ
参集場所

DMAT
出動

DMAT

8

情報共有･連携

消防機関

DMAT 県

自衛隊

必要に応じて
出動要請

地域災害医療コーディ
ネーター派遣要請

職員派遣



④栃木県災害医療体制図

平成２９年４月１日現在

那須町

那須塩原市

宇都宮市

さくら市

高根沢町

那須烏山市

那珂川町

大田原市

塩谷町

矢板市
日光市

栃木市

下野市

上三川町
壬生町

鹿沼市

野木町

小山市

足利市
佐野市

真岡市

芳賀町
市貝町

茂木町

益子町

【凡例】
● 災害拠点病院
◎ DMAT指定病院
○ 災害医療コーディネーター
配置病院

那須赤十字病院

●◎○

●◎○

●◎○

●◎○
●◎○

●◎○

●◎○

●◎○

●◎○

足利赤十字病院 自治医科大学附属病院

芳賀赤十字病院

済生会宇都宮病院

ＮＨＯ栃木医療センター

上都賀総合病院

ＪＣＨＯうつのみや病院

獨協医科大学病院

○ 那須南病院

獨協医科大学
日光医療センター

国際医療福祉大学
塩谷病院

●◎○

9

●◎○
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（２）県の組織と初動体制                              
 

   県は、地震等の大規模災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあり、県災害対策本部を設置した

ときは、県災害医療本部を設置し、市町の行う医療救護活動の総合調整及び市町からの要請があった場

合又は市町への緊急な支援が必要と判断した場合の支援を行います。 

 

① 県災害医療本部 

 

   ア 設置基準 

     県の災害対策本部が設置される場合（自動設置）又は本部長（保健福祉部長）が必要と認める場

合に設置します。 

 

 

 

 

   イ 設置場所 

     栃木県庁本館４階保健福祉部内（宇都宮市塙田１－１－２０） 

 

   ウ 組織 

    ・ 本部長（保健福祉部長）、本部長代行（保健医療監）、副本部長（医療政策課長）及び本部員

（保健福祉部職員）をもって構成します。 

    ・ 本部長は、県災害医療本部に「災害医療コーディネートチーム」を置くことができます。 

    ・ 本部長は、「災害医療コーディネートチーム」で活動する栃木県医師会長、統括災害医療コー

ディネーター、統括ＤＭＡＴ等の助言・判断を踏まえた災害医療対策を実施します。 

 

   エ 所掌業務 

     大規模災害発災直後から、医療機関の通常診療機能が回復し、すべての医療救護班が撤収するま

での間、災害時医療救護活動を実施するため、次に掲げる業務を行います。 

    （ア）災害時医療救護活動の総合調整 

    （イ）災害及び被害状況等に関する情報の収集、分析及び提供 

    （ウ）関係機関に対する協力要請、待機要請及び派遣要請 

    （エ）県内被災市町、国、他都道府県等からの要請に基づく医療救護活動の総合調整 

    （オ）その他本部長が必要と認める業務 

 

   オ 初動 

・ 「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」（以下、「ＥＭＩＳ」という。）を「災害

モード」に切り替えます。 

    ・ ＥＭＩＳ、電話（防災行政ネットワーク（衛星回線）を含む）、ＦＡＸ、衛星電話等を活用し、

医療機関の被災状況等の情報収集を行います。 

    ・ 栃木県医師会長、統括災害医療コーディネーター、あらかじめ指名した統括ＤＭＡＴ登録者及

びＤＭＡＴロジスティックチーム隊員登録者（以下「統括ＤＭＡＴ等」という。）並びにその他

本部長が必要と認める者に県災害医療本部への出務を要請します。 

    ・ 広域健康福祉センターに対して、医療機関の被災状況等の情報収集及び県災害医療本部への報

告（ＥＭＩＳで参照できる情報以外の情報は、保健福祉課に報告）を求めるとともに、現地災害医療

本部の設置が必要と認める場合は、現地災害医療本部の設置を指示します。 

    ・ 現地災害対策本部が設置された地域は、現地災害医療本部が自動設置となります。 

※県災害対策本部の設置基準 

・災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において知事が必要と認めるとき 

・震度６弱以上の地震が発生したとき ・特別警報が発表されたとき 
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  ② 災害医療コーディネートチーム 

 

   ア 設置 

     本部長（保健福祉部長）が県災害医療本部に置くことができます。 

 

   イ 設置場所 

     県災害医療本部内 

 

   ウ 組織 

・ 栃木県医師会長、統括災害医療コーディネーター、あらかじめ指名した統括ＤＭＡＴ等及びそ

の他本部長が必要と認める者をもって構成し、栃木県医師会長がチームを統括します。 

    ・ チームは、ＤＭＡＴ調整班（ＤＭＡＴ県調整本部）及び総合調整班により構成されます。 

    ・ チームは、災害の規模、時間経過等に応じて、ＤＭＡＴ調整班と総合調整班を柔軟に運用する

ほか、被災状況等の情報共有、指揮統制の確立など、緊密に連携することにより、ＤＭＡＴ及び

医療救護班の派遣調整、並びに被災者の受入に関する総合調整を迅速かつ的確に実施します。 

 

   エ 所掌業務 

     県災害医療本部が設置されている間、医療の専門的見地から、本部員と一体となって県災害医療

本部の所掌業務を行います。 

 

   オ 初動 

・ 栃木県医師会長、統括災害医療コーディネーター、あらかじめ指名した統括ＤＭＡＴ等及びそ

の他本部長が必要と認める者は、本部長から出務要請を受けた場合は、可能な限り県災害医療本

部に出務します。 

    ・ 災害及び被害状況等に関する情報を分析し、災害時医療救護活動の総合調整並びに関係機関に

対する協力要請、待機要請及び派遣要請を行います。 
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  ③ ＤＭＡＴ調整班（ＤＭＡＴ県調整本部） 
 

   ア ＤＭＡＴ
ディーマット

（災害派遣医療チーム）とは 

   ＤＭＡＴとは、大地震及び航空機・列車事故等の災害時に被災者の生命を守るため、被災地に迅速に

駆けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームです。 

   自然災害に限らず航空機・列車事故等の大規模な集団災害において、一度に多くの傷病者が発生し医

療の需要が急激に拡大すると、被災都道府県だけでは対応困難な場合も想定されます。 

   このような災害に対しては、専門的な訓練を受けた医療チームが可及的速やかに被災地域に入り、ま

ず、被災地域の医療需要を把握し、被災地における急性期の医療体制を確立します。その上で、被災地

域での緊急治療や病院支援を行いつつ、被災地域で発生した多くの傷病者を被災地域外の適切な医療機

関に搬送するとともに、被災地域に参集する医療チームとの有機的な連携ができれば、死亡や後遺症の

減少が期待できます。 

   このような災害時の医療活動には、通常時の外傷等の基本的な救急診療に加え、多様な医療チーム等

との連携を含めた災害医療のマネジメントに関する知見が必要であり、この医療を担うべく、厚生労働

省の認めた専門的な研修･訓練を受けた災害派遣医療チームがＤＭＡＴです。 

     なお、県ＤＭＡＴの具体的な運用については、栃木県ＤＭＡＴ運用マニュアルのとおりです。 

 

 

ＤＭＡＴの指揮命令系統 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県災害医療本部（保健福祉部）

（事務局：医療政策課）

県災害対策本部
（事務局長：危機管理監）

災害医療ｺｰﾃ゙ ｨﾈー ﾄﾁ ﾑー
統括:県医師会長

ＤＭＡＴ調整班
（ＤＭＡ Ｔ県 調整 本部 ）

総合調整班

統括ＤＭＡＴ
統括災害医療
ｺー ﾃﾞｨﾈｰ ﾀー

医療関係団体

ＤＭＡＴ・
ＳＣＵ本部

統括ＤＭＡＴ

ＤＭＡＴ
活動拠点本部

ＤＭＡＴ
活動拠点本部

ＤＭＡＴ
病院支援指揮所

ＤＭＡＴ
現場活動指揮所

情報共有･連携

統括ＤＭＡＴ
統括ＤＭＡＴ

ＤＭＡＴ
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ＤＭＡＴ本部の種類及び役割等 

種類 設置場所 役割 

ＤＭＡＴ調整班 

（ＤＭＡＴ 

県調整本部） 

県災害医療本部 ・ 県ＤＭＡＴの派遣要請の判断・助言 

・ 他都道府県、厚生労働省（ＤＭＡＴ事務局）等へのＤＭＡ

Ｔ派遣要請の判断･助言 

・ 県内で活動するすべてのＤＭＡＴの指揮及び調整 

・ ＤＭＡＴ活動拠点本部等の設置、指揮及び調整 

・ 県ＤＭＡＴ活動方針の策定 

・ ＤＭＡＴの追加派遣及び撤収の判断・助言 

・ 災害医療コーディネーター、消防機関、自衛隊、医師会等

の関係機関との連携及び調整 

・ ＳＣＵの設置判断及びＳＣＵの設置･運営の総合調整 

・ その他ＤＭＡＴ活動に必要な業務 

ＤＭＡＴ 

活動拠点本部 

災害拠点病院等 ・ 参集したＤＭＡＴの指揮及び調整 

・ ＤＭＡＴ調整班との連絡調整 

・ 管内におけるＤＭＡＴ活動方針の策定 

・ 管内のＤＭＡＴ病院支援指揮所及びＤＭＡＴ現場活動指揮

所の指揮 

・ その他ＤＭＡＴ活動に必要な業務 

ＤＭＡＴ 

病院支援指揮所 

ＤＭＡＴが活動

する災害拠点病

院等 

・ ＤＭＡＴ活動拠点本部の業務の一部 

ＤＭＡＴ 

現場活動指揮所 

ＤＭＡＴが活動

する災害現場、

救護所等 

ＤＭＡＴ・ 

ＳＣＵ本部 

ＳＣＵ設置場所 ・ 参集したＤＭＡＴ等の指揮及び調整 

・ ＤＭＡＴ調整班との連絡調整 

・ 広域医療搬送等に関する情報収集 

・ 広域医療搬送患者の情報管理 

・ 搬送手段の調整 

・ 自衛隊、消防機関、医師会等の関係機関との連携及び調整 

・ その他ＳＣＵ活動に必要な業務 

 

   イ 設置 

     本部長（保健福祉部長）が、県災害医療本部（災害医療コーディネートチーム内）に置きます。 

 

   ウ 組織 

    ・ あらかじめ指名した統括ＤＭＡＴ等のほか、本部支援するＤＭＡＴ等をもって構成します。 

    ・ 必要に応じて、国の災害医療センターから派遣される要員等の支援を受けます。 
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   エ 所掌業務 

     発災直後からすべてのＤＭＡＴが撤収するまでの間、主に以下の業務を行います。 

    （ア）県ＤＭＡＴの派遣要請の判断・助言 

    （イ）他都道府県、厚生労働省（ＤＭＡＴ事務局）等へのＤＭＡＴ派遣要請の判断・助言 

    （ウ）県内で活動するすべてのＤＭＡＴの指揮及び調整 

    （エ）ＤＭＡＴ活動拠点本部等の設置、指揮及び調整 

    （オ）県ＤＭＡＴ活動方針等の策定 

    （カ）ＤＭＡＴの追加派遣及び撤収の判断・助言 

    （キ）災害医療コーディネーター、消防機関、自衛隊、医師会等の関係機関との連携及び調整 

    （ク）ＳＣＵの設置判断及びＳＣＵの設置･運営の総合調整 

    （ケ）その他ＤＭＡＴ活動に必要な業務 

     なお、すべてのＤＭＡＴが撤収した時点で、総合調整班に必要な引継ぎを行います。 

 

   オ 初動 

・ 本部長は、あらかじめ指名した統括ＤＭＡＴ等及びロジスティクス隊員に県災害医療本部への

出務を要請します。 

・ 県は、自然災害又は人為災害が発生し、被災地域外からの医療の支援が必要な可能性がある場合は、

ＤＭＡＴ指定医療機関に対してＤＭＡＴ派遣のための待機を要請します。 

    ・ ＤＭＡＴ指定医療機関は、日本ＤＭＡＴ活動要領に規定するＤＭＡＴ待機基準に該当する場合

は、被災の状況にかかわらず、県、厚生労働省等からの要請を待たずに、ＤＭＡＴ派遣のための

待機を行います。 

 

 

 

 

 

 

    ・ 県災害医療本部に出務した統括ＤＭＡＴ等は、災害及び医療機関の被害状況等に関する情報を

分析し、日本ＤＭＡＴ活動要領又は栃木県ＤＭＡＴ運営要綱に定める県ＤＭＡＴ派遣要請基準等

に基づき、県ＤＭＡＴの派遣要請及び他都道府県へのＤＭＡＴ派遣要請の判断を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＤＭＡＴ待機基準（日本ＤＭＡＴ活動要領） 

 ・東京都２３区で震度５強以上の地震が発生した場合 

 ・その他の地域で震度６弱以上の地震が発生した場合 

 ・津波警報（大津波）が発表された場合 

 ・東海地震注意情報が発表された場合 

 ・大規模な航空機墜落事故が発生した場合 

 

※ＤＭＡＴの派遣要請基準（日本ＤＭＡＴ活動要領） 

 災害規模 要請範囲 

① 震度６弱の地震又は死者数が２人 

以上50人未満若しくは傷病者数が20 

人以上見込まれる災害の場合 

・管内のＤＭＡＴ指定医療機関 

② 震度６強の地震又は死者数が50人 

以上100人未満見込まれる災害の場合 

・管内のＤＭＡＴ指定医療機関 

・被災地域の都道府県に隣接する都道府県 

・被災地域の都道府県が属する地方ブロック 

 に属する都道府県 

③ 震度７の地震又は死者数が100人以 

 上見込まれる災害の場合 

・管内のＤＭＡＴ指定医療機関 

・被災地域の都道府県に隣接する都道府県 

・被災地域の都道府県が属する地方ブロック 

 に属する都道府県 

・被災地域の都道府県が属する地方ブロック 

 に隣接する地方ブロックに属する都道府県 

④ 東海地震、東南海･南海地震又は首都 

直下型地震の場合 

・管内のＤＭＡＴ指定医療機関 

・全国の都道府県 
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   カ 派遣要請 

    ・ 県は、県内のＤＭＡＴ指定医療機関に対して、ＤＭＡＴの派遣を要請します。 

    ・ 県は、日本ＤＭＡＴ活動要領に規定するＤＭＡＴの派遣要請基準に基づき、直接又は厚生労働

省を通じて、他の都道府県に対してＤＭＡＴの派遣を要請します。 

・ ＤＭＡＴ調整班は、ＤＭＡＴの参集拠点、想定される業務等を決定し、ＤＭＡＴの派遣要請の

際に、ＤＭＡＴの参集拠点、想定される業務等についての情報を提示します。 

 

   キ ＤＭＡＴの指揮及び活動支援 

 ・ ＤＭＡＴ調整班は、必要に応じてＤＭＡＴ活動拠点本部等を設置し、県内における医療救護活動に

関する調整を行うとともに、県内で活動するＤＭＡＴを統括します。 

    ・ 各ＤＭＡＴ本部の責任者は、原則として県内の統括ＤＭＡＴ登録者を充てるものとします。 

・ ＤＭＡＴ調整班は、県災害対策本部への報告のほか、各ＤＭＡＴ本部との情報共有に努めます。 

・ ＤＭＡＴ調整班は、ＤＭＡＴの参集、被災地への進出等に当たっては、必要に応じて、県災害対策

本部を通じて、消防機関又は自衛隊に対して、ＤＭＡＴの輸送を要請します。 

・ ＤＭＡＴ調整班は、医薬品、生活物資等の補給が必要となった場合には、県災害対策本部を通じて、

可能な限り支援を行うほか、交通情報等についても情報収集し、ＤＭＡＴに伝達することとします。 

 

   ク 現場におけるＤＭＡＴ本部 

    （ア）ＤＭＡＴ活動拠点本部 

      ・ ＤＭＡＴ調整班は、必要に応じて、災害拠点病院等から適当な場所を選定し、必要に応じ

て複数個所、ＤＭＡＴ活動拠点本部を設置します。 

      ・ ＤＭＡＴ活動拠点本部は、ＤＭＡＴ調整班の指揮下に置かれます。 

      ・ ＤＭＡＴ活動拠点本部の責任者は、原則として県内の統括ＤＭＡＴ登録者を充てるものと

します。 

      ・ ＤＭＡＴ活動拠点本部は、参集したＤＭＡＴの指揮及び調整を行います。 

      ・ ＤＭＡＴ活動拠点本部は、必要に応じて、ＤＭＡＴが活動する病院にＤＭＡＴ病院支援指

揮所を、ＤＭＡＴが活動する災害現場等にＤＭＡＴ現場活動指揮所をそれぞれ設置します。 

 

    （イ）ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部 

      ・ ＤＭＡＴ調整班は、必要に応じて、県内のＳＣＵに広域医療搬送に係るＤＭＡＴの活動を

統括するＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部を設置します。 

      ・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、ＤＭＡＴ調整班の指揮下に置かれます。 

      ・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部の責任者は、原則として県内の統括ＤＭＡＴ登録者を充てるものと

します。 

・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、陸上自衛隊北宇都宮駐屯地内に設置し、設置・運営に当たって

※栃木県ＤＭＡＴの派遣要請基準（栃木県ＤＭＡＴ運営要綱） 

 ①県内で災害等が発生した場合 

  （ア）災害等により重症者を含み20名以上の死傷者が発生すると見込まれるとき 

  （イ）被災者の救出に時間を要するなど栃木県ＤＭＡＴを派遣させ対応することが効果 

的であると認められるとき 

  （ウ）県内市町の長又は消防本部の長から栃木県ＤＭＡＴの派遣要請があった場合で、 

栃木県ＤＭＡＴの派遣が適当であると知事が認めたとき 

   ただし、ＤＭＡＴ指定医療機関の長は、上記（ア）又は（イ）の基準を満たすと判断 

される場合、知事からの要請を待たずに栃木県ＤＭＡＴを派遣することができます。 

 ②県外で災害等が発生した場合 

  （ア）被災都道府県又は国からの要請があったとき  
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は、本部員、参集するＤＭＡＴ等が協力して行うものとします。 

      ・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、ＳＣＵに参集するＤＭＡＴの指揮及び調整、診療部門、医療搬

送部門の設置及び運営、広域医療搬送患者の情報管理、搬送手段の調整等を行います。 

   

    （ウ）ＤＭＡＴ病院支援指揮所・ＤＭＡＴ現場活動指揮所 

      ・ ＤＭＡＴ病院支援指揮所及びＤＭＡＴ現場活動指揮所は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の指揮の

下、当該ＤＭＡＴ活動拠点本部の業務の一部を行います。 
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  ④ 総合調整班 

 

   ア 設置 

     本部長（保健福祉部長）が災害医療本部（災害医療コーディネートチーム内）に置きます。 

 

   イ 組織 

統括災害医療コーディネーターのほか、その他本部長が必要と認める者をもって構成します。 

 

   ウ 所掌業務 

     大規模災害発災直後から、医療機関の通常診療機能が回復し、すべての医療救護班が撤収するま

での間、主に以下の業務を行います。 

    （ア）県内で活動する災害医療コーディネーターの統括及び情報提供 

    （イ）被災者の受入に関する総合調整 

    （ウ）医療救護班（ＤＭＡＴを除く）の派遣調整 

    （エ）医療関係団体への医療救護班の派遣要請の判断 

    （オ）他都道府県、厚生労働省等への医療救護班の応援要請 

    （カ）県外への応援派遣体制の総合調整 

    （キ）ドクターヘリの出動調整等 

    （ク）その他災害医療活動に関する各種コーディネート及び県への助言 

 

   エ 初動 

・ 本部長は、統括災害医療コーディネーター及びその他本部長が必要と認める者に県災害医療本

部への出務を要請します。 

    ・ 統括災害医療コーディネーターは、現地で活動する災害医療コーディネーターと連携し、現地

の被災者の受入先調整、医療救護班等の受入調整を行います。 

 

   オ 派遣調整 

    ・ 県は、県内の医療機関及び医療関係団体に対して、医療救護班の派遣を要請します。 

    ・ 県は、直接又は厚生労働省を通じて、他の都道府県に対して医療救護班の派遣を要請します。 

・ 総合調整班は、医療救護班の派遣場所、想定される業務等を決定し、医療救護班の派遣要請の

際に、医療救護班の派遣場所、想定される業務等についての情報を提示します。 
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  ⑤ 災害医療コーディネーター 
 

   ア 災害医療コーディネーターとは 

  ・ 栃木県では、大規模災害時の医療に関する調整の役割を担う「栃木県災害医療コーディネーター」

を設置しており、平成２９年４月現在で１５名を委嘱しています。 

  ・ 災害医療コーディネーターは、災害発生時に、県庁に設置される県災害医療本部又は被災地に設置

される現地災害医療本部等において、統括ＤＭＡＴや被災地外の災害拠点病院等と連携して、重症患

者の搬送先の調整等を行います。 

・ 災害医療コーディネーターは、被災地における医療救護班の配置の調整も行います。 

 

   イ 身分 

    ・ 県は、災害医療に精通し、かつ、栃木県の医療の現状について熟知している複数の医師を「栃

木県災害医療コーディネーター」として委嘱します。 

    ・ 災害医療コーディネーターは、県災害医療本部で活動する「統括災害医療コーディネーター」

と、現地で活動する災害医療コーディネーター（以下、「地域災害医療コーディネーター」とい

う）をもって構成します。 

 

   ウ 活動場所 

    ・統括災害医療コーディネーター：県災害医療本部内 

    ・地域災害医療コーディネーター：現地災害医療本部内又は災害拠点病院等 

 

   エ 所掌業務 

     大規模災害発災直後から、医療機関の通常診療機能が回復し、すべての医療救護班が撤収するま

での間、主に以下の業務を行います。 

    （ア）統括災害医療コーディネーター 

・ 県内の被災状況の把握及び分析 

・ 地域災害医療コーディネーターの統括 

・ 県内被災者の受入先に関する総合調整 

・ 医療救護班（ＤＭＡＴを除く）の派遣調整 

・ 医療関係団体への医療救護班の派遣要請の判断 

・ ドクターヘリの出動判断等 

・ その他災害医療活動に関する各種コーディネート及び県への助言 

    （イ）地域災害医療コーディネーター 

・ 地域の被災状況の把握及び分析 

・ 地域内の被災者の受入先に関する総合調整 

・ 医療救護班（ＤＭＡＴを除く）への指揮･命令 

・ 統括災害医療コーディネーター及び他の地域災害医療コーディネーター、統括ＤＭＡＴ、 

健康福祉センター、現地で活動するＤＭＡＴ、消防機関等との情報共有･連携 

・ その他、地域の災害医療活動に関する各種コーディネート及び県への助言 

 

   オ 初動 

・ 本部長（保健福祉部長）は、統括災害医療コーディネーターに県災害医療本部への出務を要請

します。 

    ・ 統括災害医療コーディネーターは、本部長の要請に基づき、可能な限り県災害医療本部に出務

します。 
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    ・ 本部長は、統括災害医療コーディネーターがやむを得ず出務できない場合は、あらかじめ指名

した地域災害医療コーディネーターに県災害医療本部への出務を要請します。 

    ・ 統括災害医療コーディネーターは、ＤＭＡＴ調整班と連携しながら、県内における医療救護班

の派遣に関する総合調整等を行います。 

    ・ 地域災害医療コーディネーターは、統括災害医療コーディネーターの指示に基づき活動するほ

か、広域健康福祉センター、現地で活動するＤＭＡＴ、消防機関等と連携し、現地における負傷

者の受入先調整、医療救護班等の受入調整を行います。 

    ・ 地域災害医療コーディネーターは、現地災害医療本部で把握した医療ニーズやＤＭＡＴ、医療

救護班の活動支援の要望等に関する情報を統括災害医療コーディネーターに伝達します。 

 



災害医療コーディネーターの役割（例示）

急性期

（発災～
48時間）

①県からの要請に基づき、必要に応じ、被災
地又は現地災害医療本部に出務
②地域内の被災状況の把握
・広域健康福祉センター等が情報伝達

③地域内の被災状況の分析
④地域内被災者の受入調整
・被災現場、被災医療機関等からの被災者の受入先
選定
・受入先となる医療機関への受入依頼

⑤地域内被災者の管轄外への搬送に関する
調整
・統括災害医療コーディネーターへの管轄外への受
入調整依頼
・受入先管轄の災害医療コーディネーターとの連携

⑥地域外被災者の受入可否判断・調整
・管轄外の災害医療コーディネーターから
被災者の受入要請があった場合の受入調整

⑦県外からの医療救護班への指揮･命令
・医療救護班の受入、情報伝達、合同救護班の編成、
ｴﾘｱ・ﾗｲﾝ制の確立

⑧医療関係団体（郡市医師会等）への医療救
護班の派遣要請
⑨郡市医師会、統括ＤＭＡＴ等との情報共有･
連携
⑩広域医療搬送に関する調整等
⑪災害医療活動の実施・県への助言
ライフライン・燃料・医薬品・食糧の確保、衛生管理、
感染症対策、保健活動、メンタルヘルス、死体処
理・埋葬、その他

⑫必要に応じ、統括災害医療コーディネー
ターの職務代理

①県からの要請に基づき、県庁に出務
②県内外の被災状況の把握
（県医療政策課が情報伝達）

③県内の被災状況の分析
④各災害医療コーディネーターの統括
⑤県内被災者の受入調整に関する総合調整
・各災害医療コーディネーターから依頼を受けた
被災者受入要請の調整
・受入先となる医療機関や管轄の災害医療コーディ
ネーターへの受入調整依頼

⑥国･他都道府県との広域搬送に関する実施
判断・調整
⑦県内被災者の県外搬送に関する総合調整
⑧県外被災者の受入調整
⑨県外からの医療救護班への指揮・命令
・医療救護班の派遣先決定、医療救護班の受入調整

⑩関係機関（警察･自衛隊等）への協力要請
判断
⑪災害医療コーディネートチーム内や統括
ＤＭＡＴとの情報共有･連携
⑫医療救護班の派遣に関する実施判断
⑬医療関係団体への医療救護班の派遣要請
⑭ドクターヘリの出動判断・派遣要請等
⑮災害医療活動の実施・県への助言
ライフライン・燃料・医薬品・食糧の確保、
衛生管理、感染症対策、保健活動、メンタルヘルス、
死体処理・埋葬、その他

統括災害医療コーディネーター 地域災害医療コーディネーター

亜急性期

慢性期

（３日目～）

①被災者の受入調整に関する総合調整
②医療救護班の派遣調整
③災害医療活動の実施・県への助言
ライフライン・燃料・医薬品・食糧の確保、衛生管理、感染症対策、保健活動、メンタルヘルス、死体処理・埋葬、その他

④仮設診療所の設置指示・医療救護班の巡回診療指示
⑤開業医情報の周知･受診促進
⑥要介護者等の搬送体制の確立

平時

①災害医療体制の整備に向けた検討
②災害医療に関する研修・訓練の実施及び参加
③災害医療体制運用マニュアルの作成支援
④地域分科会における現地災害医療本部に関する事項の検討
⑤災害医療関係者との顔の見える関係の構築

20
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 ⑥ 現地災害医療本部 
 

   ア 設置基準 

    ・ 県の現地災害対策本部が設置される場合（自動設置）又は本部長（保健福祉部長）が必要と認

める場合に設置します。 

 

 

 

 

    ・ なお、宇都宮市の地域においては、宇都宮市保健所と連携して対応するものとします。 

 

   イ 設置候補場所等（平成２６年４月５日現在） 

地域区分 管轄市町 設置候補場所 

県西健康福祉センター 鹿沼市、日光市 上都賀総合病院内 

獨協医科大学日光医療センタ

ー内 

県東健康福祉センター 真岡市、益子町、茂木町、市貝町、

芳賀町 

芳賀赤十字病院内 

県南健康福祉センター 栃木市、小山市、下野市、上三川町、

壬生町、野木町 

自治医科大学附属病院内 

獨協医科大学病院内 

県北健康福祉センター 大田原市、矢板市、那須塩原市、さ

くら市、那須烏山市、塩谷町、高根

沢町、那須町、那珂川町 

那須赤十字病院内 

国際医療福祉大学塩谷病院内 

那須南病院内 

安足健康福祉センター 足利市、佐野市 足利赤十字病院内 

【参考】宇都宮市 宇都宮市 宇都宮市保健所内 

    

ウ 所掌業務 

     現地災害医療本部は、災害時医療救護活動を実施するため、次に掲げる業務を行います。 

     （ア）現地災害時医療救護活動の総合調整 

     （イ）災害及び被害状況等に関する情報の収集及び災害医療本部への報告 

     （ウ）関係市町及び現地関係機関との連絡調整 

     （エ）地域災害医療対策会議の開催 

     （オ）その他現地本部長（広域健康福祉センター所長）が必要と認める業務 

 

   エ 組織 

    ・ 現地本部長（広域健康福祉センター所長）、現地副本部長（広域健康福祉センター次長又は地

域保健部長）及び現地本部員をもって構成します。 

    ・ なお、広域健康福祉センター所長は災害対策支部の副支部長となるので、現地本部長として常

時現地災害医療本部に出務することが難しい場合もあり、現地本部員を通じて、常に連絡が取れ

る体制を確保するなど、状況に応じた柔軟な対応とします。 

    ・ 現地本部長は、地域災害医療コーディネーターと連携しながら、現地災害時医療救護活動の総

合調整を行います。 

 

   オ 初動 

    ・ 本部長（保健福祉部長）から現地災害医療本部の設置指示を受けた広域健康福祉センター所長

※県の現地災害対策本部の設置基準 

・ 大規模災害が発生した場合において知事が必要と認めるときは、原則として最も被害

が大きいと見込まれる地域を管轄する支部に設置 
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は、あらかじめ指定した場所に現地災害医療本部を設置します。 

・ 広域健康福祉センター（現地災害医療本部を含む）は、ＥＭＩＳ、電話（防災行政ネットワー

ク（衛星回線）を含む）、ＦＡＸ、衛星電話等を活用するほか、必要に応じて直接現地に職員を

派遣するなどして、管内の市町、医療機関等の被災状況の調査を行います。 

    ・ 現地本部長は、地域災害医療コーディネーターに現地災害医療本部への出務を要請します。 

    ・ 地域災害医療コーディネーターは、現地本部長の要請に基づき、可能な限り現地災害医療本部

に出務します。 

・ 地域災害医療コーディネーターは、現地で活動するＤＭＡＴと連携して行動します。 

具体的には、ＤＭＡＴから要請された傷病者について、その受入医療機関を調整し、確保した受入

先をＤＭＡＴに伝えるほか、現地災害医療本部で把握した医療ニーズやＤＭＡＴ・医療救護班の活動

支援の要望等に関する情報を統括災害医療コーディネーターに伝達します。 

 

   カ 地域災害医療対策会議 

    ・ 発災後において、広域健康福祉センターは、地域の医師会、災害拠点病院等の医療関係者、管

内に派遣された医療チーム等、消防、市町等の行政担当者が定期的に情報交換を行う場として、

地域災害医療対策会議を開催します。 

    ・ 広域健康福祉センターは、地域災害医療対策会議を通じて、避難所等での医療ニーズを適切か

つ詳細に把握･分析した上で、県災害医療本部等から派遣された医療チーム等を配置調整するなど

のコーディネート機能が十分発揮できる体制を整備します。 

    ・ 広域健康福祉センターは、平時において、地域における災害医療体制の具体的な整備内容等に

ついて検討するとともに、災害時に円滑な医療救護活動を実施する上で必要な「顔の見える関係」

を構築するため、栃木県救急・災害医療運営協議会災害医療体制検討部会のもとに地域分科会を

設置して、必要に応じて会議を開催します。 

 

 



広域健康福祉センターの役割

１ 災害時の保健衛生対策に関すること

（１）管内医療機関の被災状況調査

ア 入院患者の安否確認

イ 建物、ライフライン、医療機器等の
状況把握

ウ 診療体制等の把握

（診療の可否、医療品等の備蓄状況、
医療スタッフ提供可能数・要請数）

※情報収集等の方法

・病院については、広域災害救急医療情報

システム（ＥＭＩＳ）により把握

（必要に応じ、災害医療情報の入力督促）

・通信障害等により同システムが機能しな

い場合、直接出向き確認、当該医療機関

から聴取

・診療所については、当該医療機関や市町

等からの連絡により把握

・ＥＭＩＳで参照できる情報以外の情報は、

保健福祉課に報告

（２）医療救護班の調整

（３）防疫等環境衛生対策の実施 等

２ 災害時の福祉対策に関すること

災害時応急活動マニュアルを
参考に作成

災害対策支部（保健福祉班）
としての役割

【平時】

１ 現地災害医療対策本部に関する

事項の決定

①現地本部の設置場所・役割分担等

②地域分科会委員構成の決定

③地域分科会運営要綱の制定

④地域別災害医療体制運用マニュア

ルの作成

２ 地域分科会の開催

３ 災害医療に関する普及啓発、研修、

訓練の実施

【災害時】

１ 現地災害医療本部の設置･運営

２ 地域災害医療コーディネーターとの

連携

３ 地域災害医療対策会議の開催

新たな災害医療体制の整備に
向けた取組

左記の業務

23



24 
 

県関係機関の主な役割等 

 

 

区 分 

 

 

主な役割 

 

活動場所 

１ 県災害医療本部 ア 県災害対策本部及び現地災害医療本部等との情報共有･連携  

イ 被災状況等に関する情報の収集、分析及び提供  

ウ 災害医療対策の総合調整・実施  

エ 医療機関、ＤＭＡＴ、医療救護班、ドクターヘリ、医療関係

団体等に対する協力要請、待機要請、派遣要請 

オ 県内被災市町、国・他都道府県等との広域応援受入調整  

カ その他災害時医療救護活動に係る指揮命令 

栃木県庁

本館４階

保健福祉

部内 

 (1)本部長 

 【県保健福祉部長】 

ア 県災害医療本部及び現地災害医療本部の設置・解散  

イ 災害医療コーディネートチームの出務要請  

ウ 災害医療コーディネートチームの助言・判断を踏まえた災害

医療対策の決定  

(2)本部長代行 

 【県保健医療監】 

ア 必要に応じて本部長に代わり本部長が行うべき職務を代行  

※保健医療監が空席の場合は代行なし 

(3)副本部長 

 【県医療政策課長】 

ア 本部長及び本部長代行の補佐  

イ 本部長及び本部長代行に事故あるときはその職務の代理 

(4)本部員 

 【保健福祉部職員】 

ア 本部長が行うべき職務に関する庶務 

 

(5) 災害医療コーデ

ィネートチーム 

ア 災害時医療救護活動の総合調整に関する助言・判断  

イ 医療機関、ＤＭＡＴ、医療救護班、ドクターヘリ、医療関係

団体等に対する協力要請、待機要請、派遣要請の判断  

ウ 県内被災市町、国・他都道府県等との広域応援受入の判断  

エ その他災害時医療救護活動に必要な事項に係る助言・判断等 

 ①県医師会長 ア 災害医療コーディネートチームの統括 

②統括災害医療 

コーディネーター  

ア 災害時医療救護活動の総合調整  

イ 県内被災者の受入調整及び県外医療機関への受入要請判断  

ウ 県外被災者の受入調整・判断  

エ 地域災害医療コーディネーターの統括  

③統括ＤＭＡＴ  

【あらかじめ複数

指名した統括ＤＭ

ＡＴ登録者の中か

ら決定】 

ア ＤＭＡＴ活動の総合調整・判断  

 ・ＤＭＡＴ事務局との連携・調整  

 ・県内で活動するすべてのＤＭＡＴの指揮･調整  

 ・ＤＭＡＴの県外への派遣・活動支援  

イ 県外へのＤＭＡＴ出動要請の判断･調整  

④ＤＭＡＴロジス 

ティックチーム隊 

員 

【あらかじめ複数 

指名したＤＭＡＴ 

ロジスティックチ 

ーム隊員登録者の 

中から決定】  

ア 統括ＤＭＡＴのサポート 
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区 分 

 

 

主な役割 

 

活動場所 

  ⑤本部支援する 

ＤＭＡＴ等 

ア 災害医療コーディネートチームでのロジスティクスの支援 

イ 統括災害医療コーディネーター、統括ＤＭＡＴ等の活動支 

 援 

 

２ 現地災害医療本部 ア 県災害医療本部及び現地災害対策本部との情報共有･連携  

イ 現地における災害時医療救護活動の総合調整  

ウ 現地の被災状況等に関する情報の収集及び県災害医療本部へ

の報告  

エ 関係市町及び現地関係機関等との連携･調整  

オ 地域災害医療対策会議の開催  

カ その他現地の災害時医療救護活動に係る指揮命令  

災害拠点

病院等内  

(P21参照) 

 (1)現地本部長  

【被災地の広域健康

福祉センター所長】  

ア 地域災害医療コーディネーターとの連携による現地の災害時

医療救護活動の総合調整・決定  

 

(2)現地副本部長  

【広域健康福祉セン

ター次長又は地域保

健部長等】  

ア 現地本部長の補佐  

イ 現地本部長に事故あるときはその職務の代理  

(3)現地本部員  

【広域健康福祉セン

ター職員等】  

ア 現地本部長が行うべき職務に関する庶務  

※地域健康福祉センター職員も災害の状況に応じて現地本部員と

しての役割を担う。 

３ 地域災害医療コー

ディネーター  

ア 現地本部長との連携による現地の災害時医療救護活動の総合

調整  

イ 地域内被災者の受入調整及び管外医療機関への受入要請判断  

ウ 地域外被災者の受入調整・判断  

エ 必要に応じて統括災害医療コーディネーターの職務代理  

現地災害

医療本部

内又は災

害拠点病

院等内  

４ 統括ＤＭＡＴ 

（上記１(5)③除く）  

【統括ＤＭＡＴ登録者】 

ア 被災現場等におけるＤＭＡＴ活動の統括  

イ 必要に応じて県災害医療本部に出務する統括ＤＭＡＴの職務

代理  

ＤＭＡＴ

活動拠点

本部等内  

５ ＤＭＡＴ ア 被災現場等におけるＤＭＡＴ活動  

６ 被災地外の広域健

康福祉センター  

※宇都宮地区について

は宇都宮市と連携  

ア 現地災害医療本部を運営する広域健康福祉センターの支援  

イ 地域内の被災状況等に関する情報の収集及び県災害医療本部

への報告  

ウ 地域災害医療コーディネーターが行う職務の支援 

各広域健

康福祉セ

ンター内  
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（３）市町の役割等                              

 

   市町は、地震等の大規模災害の発生時には、市町地域防災計画に基づき、市町災害対策本部を設置し、

迅速かつ的確な医療救護活動を行います。 

   市町の役割としては、主に以下のものがあります。 

 

 

  ① 救護所の設置・運営 

 

   ・ 市町は、救護所及び避難所の設置･運営を行うともに、医療機関、郡市医師会等の関係機関の協力

を得て、医療救護班を編成し、医療救護活動を行います。 

 

 

  ② 情報収集・提供体制 

 

・ 市町は、医療機関の被災状況、診療状況等、及び救護所等における医療ニーズの情報収集を行い、

必要に応じて、県と管轄する広域健康福祉センターに情報提供を行います。 

・ 市町は、管轄する広域健康福祉センターと連携するとともに、地域災害医療対策会議に参加し、

情報共有を図り、救護所等における医療ニーズに対応する医療救護班等の派遣を要請します。 

 

 

  ③ 支援要請 

 

   ・ 市町は、災害の種類や規模に応じて、当該市町のみでは対応が困難な場合は、県災害医療本部に

医療救護班等の派遣等を要請します。 
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（４）関係機関の役割等                              

 

① 災害拠点病院（ＤＭＡＴ指定医療機関） 

 

災害拠点病院は、災害時に医療救護活動の中心となる医療機関として、次の機能を担います。 

 

   ア 機能 

    ・ 多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うため

の高度の診療機能 

    ・ 被災地からのとりあえずの重症傷病者の受入れ機能 

    ・ ＤＭＡＴ、医療救護班等の受入れ機能 

    ・ 傷病者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能 

    ・ ＤＭＡＴの派遣機能 

    ・ 地域の医療機関への応急用資機材の貸出し機能 

 

   イ 指定 

    ・ 県は、原則として、県における災害時の医療救護活動の中心的役割を担うものとして「基幹災

害拠点病院」を、二次医療圏ごとに、地域における災害時の医療救護活動の中心的役割を担うも

のとして「地域災害拠点病院」をそれぞれ指定します。 

    ・ 県は、災害拠点病院を基点として救護所等と連携を図り、ＤＭＡＴ、医療救護班等の派遣など

迅速かつ効果的な医療救護体制をとります。 

 

   ウ 初動 

    ・ 災害拠点病院は、地震発生後、直ちに院内状況を調査し、倒壊又はその恐れの有無、患者受入

れ人数が限界を超えているかどうか、ライフラインの使用の可否等に関する情報をＥＭＩＳへ入

力するとともに、県災害医療本部に報告します。 

    ・ 災害拠点病院（ＤＭＡＴ指定医療機関）は、日本ＤＭＡＴ活動要領に規定するＤＭＡＴ待機基

準に該当する場合は、被災の状況にかかわらず、県、厚生労働省等からの要請を待たずに、ＤＭ

ＡＴ派遣のための待機を行います。 

    ・ また、災害拠点病院は、初動体制の構築に当たっては、次に示すＣＳＣＡの概念に留意し、そ

の確立を最優先とします。 

Ｃ Command＆Control 指揮統制 院内指揮系統の確立 

Ｓ Safety 安全確保 患者及び職員の安全確保 

Ｃ Communication 情報収集・伝達 院内被害状況把握･調査、ＥＭＩＳ入力 

Ａ Assessment 状況評価 状況評価に基づく活動方針の決定 

 

   エ 傷病者等の搬送 

    ・ 災害拠点病院は、入院患者の転送要請数等について、ＥＭＩＳ等を活用して県災害医療本部に

報告し、搬送に関する調整を要請します。 

    ・ 災害拠点病院は、救護所、医療機関等から搬送される中等症者、重症者等について、院内で対

応が困難な場合は、県災害医療本部に搬送に関する調整を要請します。 

 

   オ 被災地外の災害拠点病院の対応 

    ・ 被災していない災害拠点病院は、受入可能患者数、派遣可能なＤＭＡＴ、医療救護班等の数等

を速やかに把握し、その結果について、ＥＭＩＳ等を活用して県災害医療本部に報告します。 
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    ・ 患者の受入れに関しては、県災害医療本部との調整を踏まえ、後方医療機関として、被災地か

ら搬送されてくる中等症者、重症者を受け入れます。 

    ・ 県災害医療本部からの協力要請を受けた場合（状況によっては要請を待たずに自発的に派遣す

る場合）、備蓄医薬品等とともに消防機関等と連携して、医療救護班等を派遣します。 

 

 

② ドクターヘリ基地病院 

 

・ ドクターヘリ基地病院は、県からの要請に基づき、消防機関、自衛隊、ＤＭＡＴ等医療救護班、

他都道府県のドクターヘリ等と連携し、被災地でのドクターヘリによる医療救護活動を行います。 

 

 

③ 医療機関 

 

・ 医療機関は、発災後は速やかに自らの被災状況を調査し、ＥＭＩＳ等を活用して被災状況及び患

者受入れ状況等を県災害医療本部と管轄する広域健康福祉センター（宇都宮地区については宇都宮

市保健所）に報告します。 

・ 医療機関は、市町及び郡市医師会等と連携し、周辺地域の傷病者をできる限り受け入れるととも

に、地域での医療救護活動に協力します。 

・ 医療機関は、県災害医療本部からの要請を受けて、被災地域の傷病者をできる限り受け入れます。 

 

 

④ 医療関係団体 

 

栃木県医師会、栃木県歯科医師会等の医療関係団体は、県との協定等に基づき、県の要請又は自ら

の判断により医療救護活動を実施します。 

なお、郡市医師会、地区歯科医師会等の医療関係団体において、別途地元市町と災害時の医療救護

活動に関する協定等を締結している場合は、市町からの要請により医療救護活動を実施します。 

 

   ア 栃木県医師会 

・ 栃木県医師会は、郡市医師会と連携し、県内医療施設の被災状況等の情報収集を行い、県との

情報共有を図ります。 

・ 栃木県医師会は、県の要請を受けて、郡市医師会と連携し、医療救護班の編成及び派遣を行い、

他の医療救護班等と協力して地域での医療救護活動を行います。 

 

   イ 栃木県歯科医師会 

・ 栃木県歯科医師会は、地区歯科医師会と連携し、県内歯科診療所の被災状況等に係る情報収集

を行い、県との情報共有を図ります。 

・ 栃木県歯科医師会は、県の要請を受けて、地区歯科医師会と連携し、歯科医療救護班の編成及

び派遣を行い、他の医療救護班等と協力して地域での医療救護活動を行います。 

 

   ウ 栃木県薬剤師会 

・ 栃木県薬剤師会は、県の要請を受けて、地域薬剤師会と連携し、薬剤師班の編成及び派遣を行

い、他の医療救護班等と協力して地域での医療救護活動を行います。 
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   エ 栃木県看護協会 

・ 栃木県看護協会は、県の要請を受けて、地区支部と連携し、看護職班の編成及び派遣を行い、

他の医療救護班等と協力して地域での医療救護活動を行います。 

 

   オ 栃木県柔道整復師会 

・ 栃木県柔道整復師会は、県の要請を受けて、地区柔道整復師会と連携し、柔道整復師救護班の

編成及び派遣を行い、他の医療救護班等と協力して地域での医療救護活動を行います。 

 

   カ 日本赤十字社栃木県支部 

・ 日本赤十字社栃木県支部は、独自の判断で医療救護班の編成及び派遣を行い、他の医療救護班

等と協力して地域での医療救護活動を行います。 

・ 日本赤十字社栃木県支部は、必要に応じて市町と協力して救護所の設置・運営を行います。 

 

   キ 自衛隊 

・ 自衛隊は、県災害対策本部からの要請を受けて、被災者の救出･救助を行います。 

・ 自衛隊は、国の総合調整に基づき実施される航空機による広域医療搬送において、県と連携し

てＳＣＵにおける広域医療搬送活動を行います。 
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関係機関の主な役割等 

 

区 分 

 

 

主な役割（県との協定内容含む） 

 

活動場所 

１ 災害拠点病院 ア 多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重 

 篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療 

イ 被災地からのとりあえずの重症傷病者の受入れ 

ウ ＤＭＡＴ、医療救護班等の受入れ 

エ 傷病者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応 

オ ＤＭＡＴの派遣 

カ 地域の医療機関への応急用資機材の貸出し 

災害拠点病院  

ＤＭＡＴ活動

拠点本部等 

２ ドクターヘリ 

基地病院 

ア 被災地でのドクターヘリによる医療救護活動  

 

 

被災地内  

３ 医療機関 ア 県災害医療本部と管轄する広域健康福祉センター（宇都宮地

区については宇都宮市保健所）への被災状況等の報告 

イ 周辺地域の傷病者の受入れ及び搬出  

ウ 被災地からの傷病者の受入れ 

医療機関  

救護所等 

４ 栃木県医師会 ア 県内医療施設の被災状況等の情報収集及び県との情報共有  

イ 医療救護班の編成・派遣  

ウ 医療救護班による医療救護活動  

 ・傷病者に対する応急措置及び医療  

 ・傷病者の収容医療機関への転送の要否及び転送順位の決定  

 ・死体の検案  

救護所等  

５ 栃木県歯科医 

 師会 

ア 県内歯科診療所の被災状況等の情報収集及び県との情報共有

イ 歯科医療救護班の編成・派遣  

ウ 歯科医療救護班による歯科医療救護活動  

 ・傷病者のスクリーニング（症状判別）  

 ・傷病者に対する応急処置の実施及び必要な歯科医療の提供  

 ・傷病者の後方医療機関への転送の要否及び転送順位の決定  

 ・検死・検案に際しての法歯学上の協力（個別識別）  

 ・被災者に対する口腔ケア活動  

 ・その他状況に応じた処置  

６ 栃木県薬剤師 

 会 

ア 薬剤師班の編成・派遣  

イ 薬剤師班による医療救護活動  

 ・調剤及び服薬指導  

 ・服薬情報を事前に把握し、医師に情報提供  

 ・医薬品の仕分け、保管、管理、救護所等への医薬品の供給  

 ・その他医療救護活動において必要な業務  

７ 栃木県看護協 

 会 

ア 看護職班の編成・派遣  

イ 看護職班による医療救護活動  

 ・災害看護マニュアルに基づく活動 

８ 栃木県柔道整 

 復師会 

ア 柔道整復師救護班の編成・派遣  

イ 柔道整復師救護班による救護活動  

 ・柔道整復師法に規定された業務  
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区 分 

 

 

主な役割（県との協定内容含む） 

 

活動場所 

９ 日本赤十字社 

栃木県支部 

ア 医療救護班の編成・派遣  

イ 医療救護班による医療救護活動  

 ・傷病者に対する応急処置及び医療  

 ・傷病者の収容医療機関への転送の要否及び転送順位の決定  

ウ 救護所の設置･運営  

救護所等 

10 自衛隊 ア 被災者の救出・救助  

イ 航空機による傷病者の広域医療搬送活動 

 

災害現場等  

ＤＭＡＴ・Ｓ

ＣＵ本部  
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２ 情報収集と伝達                                               
 

（１）災害時の情報伝達手段の確保                              

 

 ・ 地震等による通信手段の途絶（一般電話や携帯電話等の通常の通信手段が一時的又は長期にわたり使用

不可）に備え、平時から複数の通信手段を確保する必要があります。 

・ 県災害医療本部は、一般電話、広域災害･救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、防災行政ネッ

トワーク（衛星回線）等のうち使用可能な通信手段を活用し、災害拠点病院等の関係機関と連絡を行い、

迅速かつ的確に被災状況を把握するとともに、インターネット等を使って、県民に対して医療救護に関し

て必要な情報を提供します。 

 

 
（２）情報収集・提供体制                                

 

 ・ 県災害医療本部は、上記通信手段を活用し、広域健康福祉センター（現地災害医療本部を含む）、市町、

災害拠点病院等、県医師会をはじめとする医療関係団体等と連携しながら、医療施設の被災状況等につい

て一元的に情報の収集・伝達を行います。 

 ・ インフラの被害状況や交通状況など医療以外の情報については、県災害対策本部と情報を共有します。 

・ 広域健康福祉センター及び宇都宮市保健所は、管内医療施設の被災状況を調査し、県災害医療本部に情

報を報告します。 

・ 入院患者の安否確認（負傷状況、転送状況等）、建物、ライフライン、医療機器等の状況、診療体制等の

状況等を把握するため、ＥＭＩＳの情報から収集するほか、医療機関や市町への聴取や、必要に応じて直

接医療機関に出向いて確認します。 

・ 必要に応じて、ＥＭＩＳに入力できない医療機関の情報を代行入力します。 

 ・ ＥＭＩＳ参加医療機関は、可能な限りＥＭＩＳに上記情報を入力し、随時情報を更新するものとします。 

 

 

（３）県民への情報提供                                 

 

  ・ 県災害医療本部は、診療可能な医療機関情報等の県民の必要とする情報について、とちぎ医療情報ネット

（県ホームページ）のほか、県災害対策本部を通じて、報道機関等の協力を得て必要な情報を提供します。 
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３ 救護所の設置                   
 

  救護所では、災害拠点病院等へ円滑に傷病者を搬送するため、原則として、トリアージや必要な応急処

置を行います。 

なお、救護所自体での傷病者の収容（入院等による本格的な治療）は行いません。 

 

（１）主な役割                                         

 

  ・ 重症者、中等症者、軽症者等の治療優先順位の振り分け（トリアージ） 

 ・ 重症者及び中等症者の応急処置並びに軽症者に対する処置 

 ・ 災害拠点病院など後方医療施設への患者搬送の要請 

 ・ 医療救護活動の記録 

 ・ 遺体搬送の手配 

※搬送及び遺体安置所への収容は、市町災害対策本部が関係機関･団体等の協力を得て行います。 

 

 

 

 

（２）設置基準                                        

 

   市町は、以下の基準を目安として救護所を設置します。 

 

 

 

 

 

（３）設置場所                                         

 

   市町は、以下の点に留意して救護所の設置場所を決定します。 

   なお、平時から、被害想定等に基づき候補場所を選定しておく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）初動                                            

 

 ・ 救護所となっている医療機関は、地震発生後、市町災害対策本部の指示又は医療機関の長の判断で、

施設内に救護所を立ち上げます。 

 ・ 医療機関以外の場所の救護所については、市町の立ち上げ要員が速やかに必要な資機材を所定の場

所に運び込むなどして救護所を設置するとともに、担当する医師、看護師、薬剤師等は市町災害対策

① 当該市町内の医療施設の診療能力を超えるほどの多数の負傷者が一度に発生したとき 

② 医療施設が多数被災し、十分な診療機能を発揮できないと判断したとき 

③ 災害発生から時間の経過とともに、負傷者が増加するおそれがあるとき 

① 特に被害の甚大な地域に配置する 

② 負傷者が多数見込まれる地域に配置する 

③ 医療施設の診療機能が低下している地域に配置する 

④ 負傷者が集まりやすい場所に配置する 

⑤ ライフラインの確保が容易な場所に配置する 

⑥ トリアージや応急処置が実施できる十分な広さが確保できる場所に配置する 

※「後方医療施設」とは 

  被災を免れ、施設の機能が保たれており、医療活動が継続できる全ての医療施設を指します。 
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本部の指示又は自らの判断で所定の救護所に集合します。 

 ・ 医療機関に置かれた救護所は、被災状況、医療提供の可否等について、市町災害対策本部に連絡す

るとともに、速やかにＥＭＩＳへ必要事項を入力します。なお、被災等により入力できない場合は、

広域健康福祉センター（宇都宮地区にあっては宇都宮市保健所）に代行入力を要請します。 

・ 救護所の施設の管理者及び医師等は、ＤＭＡＴ現場活動指揮所が設置された場合、また医療救護班

等を受け入れた場合には、その活動に協力します。 

・ 救護所の医薬品等の供給、給食、給水等については、市町災害対策本部が行います。 

 

 

（５）設置の報告                                        

 

 ・ 市町は、救護所を設置した場合、以下の事項について県災害医療本部及び広域健康福祉センターへＦＡ

Ｘ等により速やかに報告することとします。 

  

① 設置場所 

② 救護所への連絡方法及び責任者氏名 

③ 傷病者の状況(人数、傷病程度等) 

④ 医療救護活動の状況 

⑤ 医療救護班の派遣の必要性 

⑥ 医薬品等の必要性 

 

 

（６）設置の広報                                        

 

  ・ 市町は、救護所の設置後、速やかに広報車や防災行政無線等を使用して、救護所の開設状況等を地域住

民に広報します。 

 ・ 県は、市町から救護所設置の報告を受理後、速やかに県内救護所の開設状況等をとちぎ医療情報ネット

（県ホームページ）のほか、県災害対策本部を通じて、報道機関等の協力を得て必要な情報を提供します。 
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４ ＤＭＡＴ・医療救護班・ドクターヘリの活動                
 

  救護所等で活動するＤＭＡＴ・医療救護班・ドクターヘリは、効率的な医療救護活動が実施できるよう、

互いに連携して活動するものとします。 

 

（１）ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の編成                         

 

・ ＤＭＡＴは、災害の発生直後の急性期（概ね４８時間以内）に活動が開始できる機動性を持った、専門

的な研修･訓練を受けた災害派遣医療チームです。 

・ ＤＭＡＴ１隊の構成は、医師、看護師、業務調整員各１名以上の概ね５名の編成を基本とします。 

・ 災害の規模に応じ、ＤＭＡＴの活動が長期間に及ぶ場合には、２次隊、３次隊等の追加派遣で対応します。 

 

（２）ＤＭＡＴの活動内容                                

 

・ ＤＭＡＴは、原則として県が指定する場所（ＤＭＡＴ本部、被災地内の災害拠点病院、ＳＣＵ等）に参

集･出動し、主に次の業務を行います。 

    ア ＤＭＡＴ本部活動 

統括ＤＭＡＴの指示に基づき、ＤＭＡＴ本部（ＤＭＡＴ調整班、ＤＭＡＴ活動拠点本部等）におい

て、災害状況の収集、伝達、ＤＭＡＴの業務に係る調整等を行います。 

    イ 病院支援活動 

派遣先の病院長の指示に基づき、当該病院の医療活動を支援します。 

    ウ 現場活動 

ＤＭＡＴ活動拠点本部又は統括ＤＭＡＴの指示の基づき、消防機関等と連携し、トリアージや緊急

処置等に従事します。 

    エ 救護所･避難所支援活動 

救護所又は避難所を統括する責任者の指示に基づき、救護所又は避難所において、医療救護活動を

行います。 

    オ 地域医療搬送（域内搬送）活動 

被災地域内での傷病者搬送時における診療に従事します。 

    カ 広域医療搬送（域外搬送）活動 

ＳＣＵ及び航空機内において、患者の症状の安定化、搬送トリアージ、機内での患者の症状監視と

必要な処置を行います。 

 

（３）医療救護班の活動内容                                

 

・ 「医療救護班」とは、県、市町、医師会等医療関係団体、日本赤十字社、大学病院、その他医療機関等

が編成するすべての救護班（ＤＭＡＴを除く）を対象とします。 

・ 医療救護班は、ＤＭＡＴと同様に、原則として派遣依頼した県、市町等が指定する場所（救護所、避難

所、病院等）に参集･出動し、主に次の業務を行います。 

    ア 病院支援 

    イ 現場活動 

    ウ 救護所･避難所支援 

    エ 地域医療搬送（域内搬送） 
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（４）ドクターヘリの活動内容                                

 

・ 「ドクターヘリ」とは、救急医療用機器などを装備し、救急医療の専門医及び看護師等が同乗し救急現

場等に向かい、現場等から医療機関に搬送するまでの間、患者に救命医療を行うことのできる専用のヘリ

コプターです。 

・ ドクターヘリは、基地病院である獨協医科大学病院に常駐し、平時は、消防機関からの要請により、現

場に出動します。 

・ 災害時においては、ドクターヘリは、「栃木県ドクターヘリ運航要領」に基づき、以下の手続き等により、

被災地域において運航することができます。 

 
※「栃木県ドクターヘリ運航要領」 

３ 災害時の運航 

（１）災害時の運航手続き 

① 基地病院の長は、次のⅰ及びⅱのいずれかに該当する場合には、ドクターヘリ 

 を被災地域において運航することを検討するものとする。 

 ⅰ．知事又は栃木県災害医療本部長（以下「知事等」という。）からドクターヘリ 

  の派遣要請を受けたとき。 

 ⅱ．厚生労働省ＤＭＡＴ事務局からドクターヘリの派遣要請を受けたとき。 

② ①－ⅰによる派遣要請を受けた場合、基地病院の長は、ドクターヘリの運航状況 

等を勘案しドクターヘリの運航を決定するものとする。 

③ ①－ⅱによる派遣要請を受けた場合、基地病院の長は、要請への対応の可否を知 

事との協議によりドクターヘリの運航を決定するものとする。 

④ 基地病院の長は、②及び③に基づき、ドクターヘリの運航を決定した場合には、 

 速やかに厚生労働省ＤＭＡＴ事務局に報告するものとする。 

⑤ 知事等又は②及び③までの運航の決定を行った基地病院の長は、被災地域におけ 

るドクターヘリの運航及びその支援のため、運航スタッフを被災地域に派遣するこ 

とができる。 

（２）災害時の指揮 

① ドクターヘリが（１）－②及び③に基づき出動した場合は、被災した都道府県の 

災害対策本部等の指揮下において、関係機関と連携を図りながら活動するものと 

する。 

② ドクターヘリは、①に関わらず、知事等の指示があった場合には、被災した都道 

府県の災害対策本部等との調整を図った上で、当該指示に従うものとする。 

③ ②の場合において、被災地における災害派遣医療チーム（以下「ＤＭＡＴ」という。）

の活動領域が複数の都道府県にわたるときは、ドクターヘリは、ＤＭＡＴと一体と 

なって活動領域を拡大するものとする。この場合、ドクターヘリの搭乗者は、関係 

都道府県の災害対策本部、基地病院の長、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局等にその旨を 

報告するものとする。 

④ 被災した都道府県の災害対策本部等は、①による指揮を行うに当たり、運航上の 

安全確保に関し、運航会社の判断を妨げてはならない。 

（３）災害時の任務 

   ドクターヘリの災害時の任務は、通常時の任務のほか、次のとおりとする。 

① 医師、看護師等の医療従事者及び業務調整員の移動 

② 患者の後方病院への搬送 

③ その他被災した都道府県の災害対策本部等が必要と認める任務であって、ドクタ 

ーヘリが実現可能なもの 
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５ 傷病者の搬送                  
 

（１）傷病者の搬送調整                                      

 

・ 救護所、被災地内医療施設でのトリアージ結果に基づき、救護所、医療施設等で対応できない重症

患者等については、疾患内容に応じて、緊急治療群から順次、災害拠点病院等の後方医療施設へ搬送

します。 

・ 搬送先の決定に当たっては、被災地内外の医療施設の受入可能状況の情報が必要となりますので、

ＥＭＩＳ等を参照します。 

・ 地域の災害医療コーディネーターは、被災地外への搬送など調整が必要になる場合は、統括災害医

療コーディネーターと連携して搬送先を調整します。 

・ 災害拠点病院は、入院患者の転送要請数等について、ＥＭＩＳ等を活用して県災害医療本部（総合

調整班）に報告し、搬送に関する調整を要請します。 

・ 災害拠点病院は、救護所、医療機関等から搬送される中等症者、重症者等について、院内で対応が

困難な場合は、県災害医療本部（総合調整班）に搬送に関する調整を要請します。 

 

 

（２）地域医療搬送（域内搬送）                                   

 

  ① 消防機関等による搬送 

    

   ・ 消防機関、警察、自衛隊をはじめとする関係機関は、災害現場又は医療機関から、後方医療施設

等へ、救急車等により傷病者を搬送します。 

 

  ② 航空機による搬送 

    

    ア 栃木県ドクターヘリ 

・ 栃木県ドクターヘリ（基地病院：獨協医科大学病院）は、栃木県ドクターヘリ運航要領に基

づき、県と協議の上、被災地域の傷病者の救命処置及び搬送に当たります。 

 

    イ 消防防災ヘリ、自衛隊ヘリ等 

   ・ 県災害医療本部（総合調整班）は、航空機での搬送が適切と判断された傷病者が多数発生し

た場合、必要に応じて県災害対策本部に航空機搬送の要請を行います。 

     ・ 県災害対策本部は、ドクターヘリのほか、被災地域内の医療救護施設から広域医療搬送拠点

に患者を搬送する航空機の機体を調整し、県災害医療本部（総合調整班）に伝達します。 

県災害医療本部（総合調整班）は、ＤＭＡＴ調整班、ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部及び災害拠点病

院等に調整結果を伝えます。 

 

・ 県災害医療本部（総合調整班）は、県災害対策本部と協議し、地域医療搬送に当たるドクターヘ

リ及び航空機の燃料の確保に努めます。 
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（３）広域医療搬送（域外搬送）                                        

 

  ① 広域医療搬送の決定及び航空機の調整 

    

   ・ 広域医療搬送とは、被災地域や県内医療機関だけでは治療、収容することができない重症患者を、

航空機を利用して、県内の広域医療搬送拠点から被災地域外の都道府県が設置した広域医療搬送拠

点へ航空搬送し、搬送先（被災地域外の都道府県）の医療機関で本格的な救命処置を実施するもの

です。 

   ・ 県災害医療本部は、国が策定する広域医療搬送計画を受けて、直ちに地域医療搬送計画を策定し、

医療機関や消防機関等の協力を得て、各災害拠点病院等から広域医療搬送拠点への傷病者搬送を実

施します。 

  

  ② 航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の設置・運営 

    

   ア 航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ） 

    ・ 「航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ（Staging Care Unit））」とは、主に航空機搬送に際し

て患者の症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護所として、必要に応じて被災地域及び

被災地域外の航空搬送拠点に、広域医療搬送や地域医療搬送に際して設置されるものです。 

    ・ 本県における広域医療搬送拠点は、陸上自衛隊北宇都宮駐屯地となります。 

 

   イ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部の設置･運営 

    ・ 県災害医療本部（ＤＭＡＴ調整班）は、自衛隊、ＤＭＡＴ、消防機関等と協力して、北宇都宮

駐屯地内にＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部を設置してＳＣＵを立ち上げるとともに、参集するＤＭＡＴと

連携して運営します。 

    ・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部に先着したＤＭＡＴは、県、厚生労働省等と連携し、ＤＭＡＴ・ＳＣＵ

本部の立ち上げを行い、当面の責任者となります。 

・ 先着したＤＭＡＴの責任者が統括ＤＭＡＴ登録者でない場合は、統括ＤＭＡＴ登録者が到着後

に、先着したＤＭＡＴの責任者から到着した統括ＤＭＡＴ登録者に権限を委譲します。 

・ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、本部要員として、災害医療センター等から派遣される要員、県内外

の統括ＤＭＡＴ等の支援を受けます。 

 

   ウ ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部の役割 

     ＤＭＡＴ・ＳＣＵ本部は、主に次の業務を行います。 

(ア) 参集したＤＭＡＴの指揮及び調整 

(イ) 診療部門、医療搬送部門の設置及び運営 

(ウ) 広域医療搬送等に関する情報収集 

(エ) 広域医療搬送患者の情報管理 

(オ) 搬送手段の調整 

(カ) 地域における受入医療機関の調整 

(キ) ＤＭＡＴ調整班（ＤＭＡＴ県調整本部）、県災害医療本部等との連絡及び調整 

(ク) 消防、自衛隊、医師会等の関係機関との連携及び調整 

(ケ) ドクターヘリの運航と運用に関わる調整 

(コ) 厚生労働省との情報共有 
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６ 医薬品、医療機器類（衛生材料含む）の供給体制                 
 

  県は、大規模な災害発生時に、救護に必要な医療用医薬品及び医療機器類を迅速かつ的確に供給するた

めに、栃木県医薬品卸協会に委託し、県内各営業所をサプライ基地及びバックアップ事業所に指定して、

それぞれに医薬品を備蓄するとともに、統括災害医療コーディネーター及び現地災害医療本部（地域災害

医療コーディネーター）と連携した供給（サプライ基地を供給拠点とした）体制を整備します。 

   

・ 委託先  栃木県医薬品卸協会 

・ 備蓄場所 県内医薬品卸売業者：５業者、１９営業所 

     （サプライ基地４営業所、バックアップ基地１５営業所） 

     （県内を３ブロックに区分し、それぞれにサプライ基地及びバックアップ事業所を 

設置し、相互補完する。）   

・ 備蓄品目 医療用医薬品：９１品目 

       医療機器類（衛生材料含む）：８０品目 
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７ 宇都宮市との連携                  
 

（１）情報の共有及び連絡体制                                     

 

  ① 災害時の情報伝達手段の確保 

    

  ・ 地震等による通信手段の途絶（一般電話や携帯電話等の通常の通信手段が一時的又は長期にわたり使

用不可）に備え、平時から複数の通信手段を確保する必要があります。 

・ 県災害医療本部は、一般電話、広域災害･救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、防災行政ネ

ットワーク（衛星回線）等のうち使用可能な通信手段を活用し、宇都宮市保健所と連絡を行い、迅速か

つ的確に被災状況を共有するとともに、インターネット等を使って、災害拠点病院等の関係機関及び県

民に対して医療救護に関して必要な情報を提供します。 

 

  ② 情報共有･提供体制 

    

   ・ 県災害医療本部は、上記通信手段を活用し、広域健康福祉センターと同様に、宇都宮市保健所と連携

しながら、医療施設の被災状況等について一元的に情報の収集・伝達を行います。 

  ・ 県災害医療本部は、インフラの被害状況や交通状況など医療以外の情報について、県災害対策本部と

情報を共有し、必要に応じて宇都宮市保健所に情報提供します。 

・ 宇都宮市保健所は、管内医療施設の被災状況を調査し、県災害医療本部に情報を報告します。 

・ 宇都宮市保健所は、入院患者の安否確認（負傷状況、転送状況等）、建物、ライフライン、医療機器等

の状況、診療体制等の状況等を把握するため、ＥＭＩＳから情報収集するほか、医療機関への聴取や、

必要に応じて直接医療機関に出向いて確認します。 

・ 宇都宮市保健所は、必要に応じて、ＥＭＩＳに入力できない医療機関の情報を代行入力します。 

・ 宇都宮市保健所は、必要に応じて、県災害医療本部に職員を派遣するなど、連携して対応します。 

 

 

（２）地域災害医療コーディネーターの活動                        

 

・ 宇都宮市保健所は、県災害医療本部の設置基準を満たす大規模災害が発生した場合、速やかに県災害

医療本部に宇都宮市災害医療本部の設置の有無、市内医療機関の被災状況等を伝達するとともに、市内

での災害医療コーディネーターの活動が必要と判断した場合は、県災害医療本部に地域災害医療コーデ

ィネーターの派遣を要請します。 

・ 県は、宇都宮市保健所から上記の派遣要請があった場合、統括災害医療コーディネーターの助言を踏

まえ、宇都宮市に所在する医療機関の災害医療コーディネーターの活動場所を指示します。 

・ 宇都宮市に所在する医療機関の災害医療コーディネーターは、県からの要請に基づき、県から指示さ

れた活動場所において、活動場所の指揮のもとで、地域内の被災者の受入先に関する総合調整等を行い

ます。 

 

 

（３）ＤＭＡＴ・医療救護班・ドクターヘリ等の派遣                                  

 

・ 宇都宮市保健所は、市のみでは対応できない広域的な医療救護活動が必要と判断した場合は、県災害

医療本部にＤＭＡＴ・医療救護班・ドクターヘリ等の派遣を要請します。 
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   ・ 県は、参集した統括災害医療コーディネーターや統括ＤＭＡＴ登録者の判断に基づき、災害拠点病院

等に対してＤＭＡＴ・医療救護班・ドクターヘリ等の派遣要請を行います。 

 

 

（４）傷病者の搬送                                        

 

・ 宇都宮市保健所は、市のみでは対応できないなど、市外への広域搬送が必要と判断した場合は、県災

害医療本部に傷病者の搬送調整を要請します。 

   ・ 県災害医療本部（総合調整班）は、宇都宮市保健所から傷病者の搬送調整があった場合、宇都宮

市内に所在する医療機関の地域災害医療コーディネーターと連携し、市外の後方医療施設を調整します。 
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８ 平時の取組                    
 

（１）関係機関による検討体制                              

 
・ 県は、災害時における迅速かつ的確な対応を行うための新たな災害医療体制を検討し整備するため、災

害医療コーディネーター、栃木県医師会をはじめとする医療関係団体、消防機関、宇都宮市保健所、自衛

隊等で構成される「栃木県救急･災害医療運営協議会災害医療体制検討部会（以下「検討部会」という。）」

を設置し、平時から災害時の医療救護活動に関する連携体制の整備を図ります。 

・ 広域健康福祉センターは、地域における災害医療体制の具体的な整備内容等について検討するため、災

害医療コーディネーター、郡市医師会をはじめとする地域の医療関係団体、消防機関、市町等で構成され

る「栃木県救急･災害医療運営協議会災害医療体制検討部会地域分科会」を設置し、平時から地域における

災害時の医療救護活動に関する連携体制の整備を図ります。 

・ 県は、栃木県ＤＭＡＴの運用、研修等についての検討、活動の検証を行うため、災害拠点病院（ＤＭＡ

Ｔ指定医療機関）、栃木県医師会、日本赤十字社栃木県支部、自衛隊、消防機関、警察本部等で構成され

る「栃木県ＤＭＡＴ連絡協議会」を設置し、平時からＤＭＡＴの活動に関する連携体制の整備を図ります。 

 

 

（２）訓練･研修、人材育成                              

 
・ 県は、検討部会での検討に基づき、災害拠点病院等の関係機関と連携し、災害時に対応するため、県・

市町総合防災訓練、ＤＭＡＴ実動訓練等、必要な訓練を実施します。 

・ 県は、国が行うＤＭＡＴ研修や災害医療従事者研修等への参加を促進し、災害医療従事者の知識･技能向

上を図るなど、人材育成に努めます。 

 

 

（３）災害時医療救護活動のための体制整備                        

 

 ① 県（広域健康福祉センター） 

 

・ 県は、災害拠点病院、災害医療コーディネーター、ＤＭＡＴ、栃木県医師会等の医療関係団体、消防

機関、市町、自衛隊等との連携体制の強化に努めます。 
・ 広域健康福祉センターは、地域における災害拠点病院、災害医療コーディネーター、郡市医師会等の

医療関係団体、管轄消防機関、管内市町との連携体制の強化に努めます。 
・ 県は、災害医療コーディネーターや統括ＤＭＡＴ登録者等の助言を踏まえて、県災害医療本部を中心

とした、医療の専門的見地からの調整･判断が可能な体制の整備を図ります。 
・ 広域健康福祉センターは、地域災害医療コーディネーター等の助言を踏まえて、現地災害医療本部を

中心とした、医療の専門的見地からの調整･判断が可能な体制の整備を図ります。 
・ 県は、災害拠点病院及びＤＭＡＴ指定医療機関の指定、災害医療コーディネーターの委嘱等を行うほ

か、あらかじめ、災害時に県災害医療本部に出務要請する統括災害医療コーディネーター、統括ＤＭＡ

Ｔ等を複数指名します。 
・ 県は、災害拠点病院等の耐震化整備、ヘリポート設置、ＤＭＡＴ体制整備等を促進します。 

・ 県は、神経難病等により、在宅で人工呼吸器等を使用している患者が被災した場合の救急収容を容易と 

する連絡体制を整備するとともに、透析医療機関が被災した場合に備えて、通院透析患者を他施設へ迅速 
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に収容する体制を整備します。 
・ 県は、災害医療をとりまく環境の変化や医療救護に関する実動訓練を実施した結果等をもとに、内容

を検証し、本マニュアルの実効性を追求するため、随時見直しを行います。 

 

 ② 市町 

 

・ 市町は、広域健康福祉センターが開催する会議に参加するなど、地域における災害時の医療救護活動

に関する関係機関との連携体制の強化に努めます。 
・ 市町は、平時から、救護所の設置場所等について、被害想定等に基づき候補場所の選定に努めます。 

 

 ③ 医療機関 

 

・ 医療機関は、自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成するとともに、業務継続計画（Ｂ

ＣＰ：Business Continuity Plan）の作成に努めます。 

・ 人工呼吸器等の医療機器を使用しているような患者等をかかえる医療機関は、災害時におけるこれら

の患者の搬送先等について計画を策定しておくことが望ましいです。 

 

 ④ 災害拠点病院（ＤＭＡＴ指定医療機関） 

 

・ 災害拠点病院は、県（広域健康福祉センター）が開催する会議に参加するなど、災害時の医療救護活

動に関する関係機関との連携体制の強化に努めます。 
・ 災害拠点病院は、国が示す災害拠点病院指定要件を満たすための体制整備に努めます。 

・ 災害拠点病院は、ＤＭＡＴ登録者の研修･訓練への参加に努めるほか、平時から、連絡体制などＤＭＡ

Ｔ派遣の準備を整えるものとします。 

・ 災害拠点病院は、あらかじめ、当該施設内に災害時にＤＭＡＴ活動拠点本部として使用する場所を確

保します。 

 

 ⑤ 医療関係団体 

 

・ 栃木県医師会をはじめとする医療関係団体は、県（広域健康福祉センター）が開催する会議に参加す

るなど、災害時の医療救護活動に関する関係機関との連携体制の強化に努めます。 
 

 


































































































































































